
○下野市資源回収報奨金交付要綱 

平成１８年１月１０日 

告示第４８号 

改正 平成１９年９月１２日告示第１４９号 

平成２３年３月３１日告示第６０号 

平成３１年１月１７日告示第７号 

 令和６年３月２８日告示第４０号 

（目的） 

第１条 この告示は、市の資源回収運動に協力した団体（以下「団体」という。）に対し報

奨金を交付することにより、廃棄物の減量化を図るとともにその再生利用を促進すること

を目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において「資源」とは、一般廃棄物のうち資源として再利用できる古紙、

空びん、鉄くず及び古布等をいう。 

２ この告示において「団体」とは、市内の自治会、婦人会、子供会育成会及び老人クラブ

その他、これに類する営利を目的としない住民の団体で、おおむね２０世帯以上が加入す

る団体をいう。 

（報奨金） 

第３条 報奨金は、市内において資源を共同収集し、資源回収業者（以下「回収業者」とい

う。）に売却した団体に対し交付するものとし、その額は、回収重量１キログラムにつき

５円とし、当該額に１０円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。

ただし、空びんについては、１本当たり０．５キログラムとして計算する。 

（平２３告示６０・平３１告示７・一部改正） 

（団体の届出） 

第４条 報奨金の交付を受けようとする団体は、毎年度第１回目の資源回収実施前に、資源

回収団体届出書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

（実績報告書の提出） 

第５条 団体の代表者は、共同収集した資源を回収業者に売却したときは、次条第２項に規

定する資源を売却する月に応じた報奨金の交付月の１０日までに資源回収実績報告書（様



式第２号）を市長に提出しなければならない。 

（報奨金の交付） 

第６条 市長は、前条の報告書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めた場合は、

資源回収報奨金交付請求書（様式第３号）の提出により報奨金を交付する。 

２ 報奨金の交付の時期は、年４回とし、４月から６月までの請求分は７月、７月から９月

までの請求分は１０月、１０月から１２月までの請求分は１月、１月から３月までの請求

分は４月に交付するものとする。 

（報奨金の返還） 

第７条 市長は、不正な行為により報奨金を受けた団体があるときは、その団体から当該報

奨金の全部又は一部を返還させることができる。 

（回収業者のあっせん） 

第８条 市は、資源回収運動の円滑な推進を図るため、回収業者との連絡調整を行い、回収

業者の公表、団体に対するあっせん等を行うものとする。 

（その他） 

第９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成１８年１月１０日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、合併前の南河内町資源ごみ回収事業推進報償金交付

要綱（平成２年南河内町告示第６８号）、石橋町資源ごみ回収報償金交付要綱（平成１０

年石橋町制定）又は国分寺町資源回収報奨金交付要綱（平成１４年国分寺町告示第９号）

の規定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの告示の相当規定によりなされた

ものとみなす。 

附 則（平成１９年９月１２日告示第１４９号） 

この告示は、平成１９年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２３年３月３１日告示第６０号） 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年１月１７日告示第７号） 



この告示は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月２８日告示第４０号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 



 



 



 



様式第１号（第４条関係） 

（平１９告示１４９・全改） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第６条関係） 

 


